
別紙１

計算書類に対する注記(法人全体用)

１．継続事業の前提に関する注記

該当なし

２．重要な会計方針

(1)有価証券の評価基準及び評価方法 
　・有価証券は総平均法基づく原価法 
　・満保保有目的の債券等は償却原価法 
(2)固定資産の減価償却の方法 
　・全て定額法採用 
(3)引当金の計上基準 
　・退職給付引当金―北海道民間社会福祉事業職員共済会への出資金累計額と同額を計上 
　・賞与引当金―職員の賞与支給に備えるため、支給見込み額の当期負担分を計上している 

３．重要な会計方針の変更

該当なし

４．法人で採用する退職給付制度

北海道民間社会福祉事業職員共済会への出資金累計額を退職給付費計上し、同額を退職給付引当金へ計上 
独立行政法人福祉医療機構が実施する退職共済制度

５．法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分

当法人の作成する財務諸表は以下のとおりとなっている。 
 
(1)法人全体の財務諸表(第１号の1様式、第2号の1様式、第3号の3様式) 
(2)事業区分別内訳表 
　当法人では、社会福祉事業しか実施していないため作成していない 
(3)社会福祉事業における拠点区分別内訳表(第1号の3様式、第2号の3様式、第3号の3様式) 
(4)収益事業における拠点区分別内訳表 
　当法人では、収益事業を実施していないため作成していない 
(5)各拠点区分におけるサービス区分 
　ア　法人本部拠点 
　「法人本部」 
　イ　昭和どんぐりの家保育園拠点区分 
　「昭和どんぐりの家保育園」 
　ウ　治水どんぐりの家保育園拠点区分 
　「治水どんぐりの家保育園」 
　

６．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
土地 59,280,000 0 0 59,280,000
建物 92,925,234 2,420,000 4,238,817 91,106,417

合　　　　　計 152,205,234 2,420,000 4,238,817 150,386,417



７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

８．担保に供している資産

該当なし

９．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
土地 59,280,000 0 59,280,000
建物 173,769,134 82,662,717 91,106,417
構築物 11,620,509 5,524,518 6,095,991
器具及び備品 18,662,938 14,906,034 3,756,904

合　　　　　計 263,332,581 103,093,269 160,239,312

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
（単位：円）

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
事業未収金 3,259,352 0 3,259,352

合　　　　　計 3,259,352 0 3,259,352

１１．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

１２．関連当事者との取引の内容

該当なし
取引条件及び取引条件の決定方針等
当法人では、関連当事者との取引はないため、該当なし

１５．合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け

該当なし

１６．その他の社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし

１３．重要な偶発債務

該当なし

１４．重要な後発事象

該当なし
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　・有価証券を保持していないため、記載なし 

計算書類に対する注記(本部拠点区分用)

１．重要な会計方針

(1)有価証券の評価基準及び評価方法 

該当なし

(2)固定資産の減価償却の方法 
　・全て定額法採用 
(3)引当金の計上基準 
　・該当なし

２．重要な会計方針の変更

該当なし

３．採用する退職給付制度

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

当拠点区分において作成する財務諸表は以下のとおりとなっている 
(1)法人本部拠点財務諸表(第1号の4様式、第2号の4様式、第3号の4様式) 
(2)拠点区分事業活動明細書は省略している 
(3)拠点区分資金収支明細書は省略している

５．基本財産の増減の内容及び金額

該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

７．担保に供している資産

該当なし

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

該当なし

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

該当なし

１０．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし



１１．重要な後発事象

該当なし

１２．その他の社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし 
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(2)固定資産の減価償却の方法 
　・全て定額法採用 
(3)引当金の計上基準 
　・退職給付引当金―北海道民間社会福祉事業職員共済会への出資金累計額と同額を計上 
　・賞与引当金―職員の賞与支給に備えるため、支給見込み額の当期負担分を計上している

計算書類に対する注記(昭和どんぐりの家保育園拠点区分用)

１．重要な会計方針

(1)有価証券の評価基準及び評価方法 
　・有価証券を保持していないため、記載なし 

北海道民間社会福祉事業職員共済会への出資金累計額を退職給付費用に計上し、同額を退職給付引当金へ計上 
独立行政法人福祉医療機構が実施する退職共済制度

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

当拠点区分において作成する財務諸表は次のとおりとなっている 

２．重要な会計方針の変更

該当なし

３．採用する退職給付制度

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

(1)昭和どんぐりの家保育園拠点財務諸表(第1号の4様式、第2号の4様式、第3号の4様式) 
(2)拠点区分事業活動明細書は省略している 
(3)拠点区分資金収支明細書は省略している

５．基本財産の増減の内容及び金額

土地 59,280,000 0 0 59,280,000
建物 55,832,965 440,000 1,829,063 54,443,902

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

当期減価償却による取崩額　2,133,347円

７．担保に供している資産

合　　　　　計 115,112,965 440,000 1,829,063 113,723,902

該当なし



取得価額 減価償却累計額 当期末残高
土地 59,280,000 0 59,280,000

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

器具及び備品 11,937,062 10,211,454 1,725,608
合　　　　　計 201,284,771 82,060,647 119,224,124

建物 122,319,800 67,875,898 54,443,902
構築物 7,747,909 3,973,295 3,774,614

事業未収金 865,084 0 865,084
合　　　　　計 865,084 0 865,084

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
（単位：円）

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

該当なし

該当なし

１２．その他の社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

１０．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

１１．重要な後発事象
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(2)固定資産の減価償却の方法 
　・全て定額法採用 
(3)引当金の計上基準 
　・退職給付引当金―北海道民間社会福祉事業職員共済会への出資金累計額と同額を計上 
　・賞与引当金―職員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上している 

計算書類に対する注記(治水どんぐりの家保育園拠点区分用)

１．重要な会計方針

(1)有価証券の評価基準及び評価方法 
　・有価証券を保持していないため、記載なし 

北海道民間社会福祉事業職員共済会への出資金累計額と同額を計上を退職給付費用計上し、同額を退職給付引当金計上 
独立行政法人福祉医療機構が実施する退職共済制度

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

２．重要な会計方針の変更

該当なし

３．採用する退職給付制度

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

当拠点区分において作成する財務諸表は以下のとおりとなっている 
(1)治水どんぐりの家保育園拠点財務諸表(第1号の4様式、第2号の4様式、第3号の4様式） 
(2)拠点区分事業活動明細書は省略している 
(3)拠点区分資金収支明細書は省略している

５．基本財産の増減の内容及び金額

建物 37,092,269 1,980,000 2,409,754 36,662,515
合　　　　　計 37,092,269 1,980,000 2,409,754 36,662,515

該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

当期減価償却による取崩額　1,290,995円

７．担保に供している資産



８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
建物 39,072,269 2,409,754 36,662,515

合　　　　　計 44,579,231 3,564,043 41,015,188

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

構築物 2,667,246 345,869 2,321,377
器具及び備品 2,839,716 808,420 2,031,296

事業未収金 2,394,268 0 2,394,268
合　　　　　計 2,394,268 0 2,394,268

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
（単位：円）

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

該当なし

該当なし

１２．その他の社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

１０．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

１１．重要な後発事象


